
 

 

 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野の基準について-」の一部改正について  

 

令和４年８月３０日 

 

 

 「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野の基準について-」について、今般、

下記のとおり必要な改正を行いましたので、公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P.7 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜

粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に

関する事項 

製造業分野において特定技能１号の在留資格で

受け入れる外国人は、以下に定める試験に合格し

た者又は製造業分野の第２号技能実習を修了した

者とする。 

（１）技能水準（試験区分） 

別表ａ．試験区分（３（１）関係）の欄に掲

げる試験 

（２）日本語能力水準 

「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本

語能力試験（Ｎ４以上）」 

 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関

する事項 

製造業分野において特定技能１号の在留資格で受

け入れる外国人は、以下に定める試験に合格した者

又は製造業分野の第２号技能実習を修了した者とす

る。 

（１）技能水準（試験区分） 

別表ａ．試験区分（３（１）関係）の欄に掲げ

る試験 

（２）日本語能力水準 

ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相



 

 

当以上の水準と認められるもの 

２ 

 

P.10 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜

粋） 

（新設） ５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関

する重要事項 

（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

  ウ 特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に

対し、必要に応じて訓練・各種研修を実施する

こと。 

３ P.10 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

【関係規定】 

分野別運用要領（抜

粋） 

（新設） 第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する重要事項 

３．分野の特性を踏まえて特に講じる措置 

（１）特定技能所属機関に対して講じる措置等 

  ウ １号特定技能外国人の訓練・各種研修 

    特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に

対し、必要に応じて訓練・各種研修を行うこ

と。 

4 P.11 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

○６つ目 

（新設） ○ さらに、特定技能所属機関は、１号特定技能外国

人を受け入れる際、必要に応じた訓練・各種研修の

実施等を行うことが必要です。特に当該１号特定技

能外国人が技能実習で従事した職種とは異なる業務

に従事させる等の場合には、労働災害を防止するた

めに、十分な訓練や安全衛生教育を含む各種研修を

実施する必要があります。 



 

 

5 別表 別表（製造業） 

 

 

 

 



 

 

  

 



 

 

6 分野参考

様式第３－

１号 

 

  



 

 

 

 


